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利用者のために 
 
 本書は、新潟県における食料・農業・農村の動向に関する資料集です。 
 可能な限り令和６年度のデータを中心にとりまとめていますが、令和６年数値がない場合は直近の数

値を使用しています。 
 また、本書で使用した統計の主要用語の定義は以下のと 

おりです。 
 

 
１「2025 年農林業センサス」：令和 7年２月１日現在の調査。                  
 (1) 農 業 経 営 体：農産物の生産を行うかまたは委託を受けて農作業を行い、生産または作業に係 

る面積・頭羽数が、次の規定のいずれかに該当する事業を行う者をいう。 
                          ア 経営耕地面積が 30a 以上の規模の農業                 
              イ 農作物の作付面積等の規模が次の基準以上の農業         
                ①露地野菜作付面積 
                ②施設野菜栽培面積 
                ③果樹栽培面積 
                ④露地花き栽培面積 
                ⑤施設花き栽培面積 
                ⑥搾乳牛飼養頭数 
                ⑦肥育牛飼養頭数 
                ⑧豚飼養頭数 
                ⑨採卵鶏飼養羽数 
                ⑩ブロイラー年間出荷羽数 
                ⑪その他 
 

15a 
350 ㎡ 
10a 
10a 
250 ㎡ 
１頭 
１頭 
15 頭 
150 羽 
1,000 羽 
調査期日前１年間における農業生産物の

総販売額 50万円に相当する事業の規模    

              ウ 農作業の受託の事業                        
 
 (2) 農 業 経 営 体 
       のうち家族経営体：農業経営体のうち、１世帯で事業を行う者をいう。なお、農家が法人化した経営

体である一戸一法人を含む。 
 (3) 農 業 経 営 体 
       のうち組織経営体：農業経営体のうち、複数世帯で事業を行う者（「家族経営体」に該当しない者）            

をいう。 
 (4) 個 人 経 営 体：個人（世帯）で事業を行う経営体をいう。なお、法人化して事業を行う経営体は

含まない。 
   個 人 経 営 体 
のうち主業経営体：農業所得が主（世帯所得の 50％以上が農業所得）で、調査期日前１年間に自営

農業に 60日以上従事している 65歳未満の世帯員がいる個人経営体をいう。 
    個 人 経 営 体 
のうち準主業経営体：農外所得が主（世帯所得の 50％未満が農業所得）で、調査期日前１年間に自

営農業に 60 日以上従事している 65 歳未満の世帯員がいる個人経営体をい
う。 

   個 人 経 営 体 
のうち副業的経営体：調査期日前１年間に自営農業に 60日以上従事している 65歳未満の世帯員が

いない個人経営体をいう。 
 (5) 団 体 経 営 体：「個人経営体」に該当しない経営体をいう。 
 



 
 (6) 農      家：調査期日現在で、経営耕地面積が 10ａ以上の農業を営む世帯または経営耕地面積

が 10ａ未満であっても、調査期日前１年間の農産物販売金額が 15 万円以上あっ

た世帯をいう。 
 (7) 販 売 農 家：経営耕地面積が 30ａ以上または 
            農産物販売金額が 50万円以上の 
            農家をいう。 
 (8) 自 給 的 農 家：経営耕地面積が 30ａ未満かつ農 
            産物販売金額が 50 万円未満の農 
            家をいう。 
 (9) 専 業 農 家：世帯員の中に兼業従事者が１人 
            もいない農家をいう。 
 (10) 兼 業 農 家：世帯員中のに兼業従事者が１人 
            以上いる農家をいう。 
 (11) 兼 業 従 事 者：調査期日１年間に他に雇用されて

仕事に従事した者または農業以外

の自営業に従事した者をいう。 
 (12) 第１種兼業農家：農業所得を主とする兼業農家をい

う。 
 (13) 第２種兼業農家：農業所得を従とする兼業農家をいう。 
 (14) 主 業 農 家：農業所得が主（農家所得の 50％以上が農業所得）で、調査期日前１年間に自営                  

農業に 60 日以上従事している 65歳未満の世帯員がいる農家をいう。     
 (15) 準 主 業 農 家：農外所得が主（農家所得の 50％未満が農業所得）で、調査期日前１年間に自営            

農業に 60 日以上従事している 65歳未満の世帯員がいる農家をいう。      
 (16) 副 業 的 農 家：主業農家及び準主業農家以外の農家をいう。（調査期日前１年間に自営農業に 60            

日以上従事している 65歳未満の世帯員がいない農家をいう。）         
 (17) 単 一 経 営：農産物販売金額のうち、主位部門の販売金額が８割以上の経営体をいう。   
 (18) 準単一複合経営：農産物販売金額のうち、主位部門の販売金額が６割以上８割未満の経営体をいう。 
 (19) 複 合 経 営：農産物販売金額のうち、主位部門の販売金額が６割未満の経営体をいう。   
 (20) 農 業 従 事 者：15 歳以上の世帯員のうち、調査期日前１年間に自営農業に従事した者をいう。 
 (21) 農 業 専 従 者：調査期日前１年間の農業従事日数が 150 日以上の者をいう。          
 (22) 農 業 就 業 人 口：農業従事者のうち、調査期日前１年間に自営農業のみに従事した者または農業            

とそれ以外の仕事の両方に従事した者のうち、自営農業が主の者をいう。   
 (23) 基幹的農業従事者：農業就業人口のうち、ふだん仕事として主に農業に従事している者をいう。 
 

（参考）：世帯員の就業状態区分 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



２ 「農業経営統計調査」：調査期間は１月１日から 12月 31 日までの１か年間。             
 (1) 農業生産関連事業とは、農業経営関与者が経営する農産加工、農家民宿、農家レストラン、観光農園、   
市民農園等の農業に関連する事業である。                           

 (2) 農業依存度＝農業所得÷（農業所得＋営業利益（農業以外））×100           
 (3) 農業所得率＝農業所得÷農業粗収益×100                             
 (4) 自営農業労働１時間当たり付加価値額＝付加価値額÷自営農業労働時間×1000           
 (5) 経営耕地 10a 当たり付加価値額＝付加価値額÷経営耕地面積×10   
                 
 
３ 「生産農業所得統計」：推計期間は毎年１月１日から 12月 31 日までの１か年間。           
 (1) 農業産出額：都道府県別の品目別生産数量に品目別農家庭先販売価格を乗じて求めたもの。    
 (2) 生産農業所得：農業産出額から物的経費を控除し、これに経常補助金を加えたもの。 
 
 
 
４ 「耕地面積調査」：調査は７月 15 日現在。なお、耕地の増加・減少要因別面積は前年７月 15日から 

本年７月 14 日までの１か年間。                          
 (1) 耕 地：農作物の栽培を目的とする土地でけい畦を含む。                
 
 (2) 耕 地 の 増 加：耕地以外の地目から田または畑に転換され、すでに作物を栽培しているか、または           

次の作付期において、作物を栽培することが可能となった状態をいう。      
 (3) 耕 地 の 減 少：田または畑が他の地目に転換し、作物の栽培が困難になった状態をいう。     
 (4) 作付延べ面積及び：耕地面積に対する作付延べ面積｛調査対象作物の作付（栽培）面積の合計｝の割合 
   耕地利用率       として表示し、次式により算出する。                     
           耕地利用率（％）＝作付(栽培)延べ面積／耕地面積（７月 15 日現在）×100    
                      この場合、田畑別に表示した場合は、それぞれ田の耕地利用率、畑の耕地利用率と           

いう。                                   
 
 
５ 「青果物生産出荷統計調査」                                  
 野菜の調査期間：調査品目ごとに年産計及び季節区分別に収穫期及び出荷終了時に調査したもの。原則と         

して、春、夏、秋、冬の４季節区分を合計して１年産として取り扱う。        
 
 
６ 「米生産費調査」 
 (1) 生 産 費：実際に使用した物財費に労働費を加えた費用合計から副産物価額を差し引いたもの。 
 (2) 支払利子・地代：生産費に実際に支払った利子・地代を加えたもの。              
     算入生産費 
 (3) 資本利子・地代：支払利子・地代算入生産費に自己資本利子・自作地地代を加えたもの。 
     全額算入生産費   
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